


















































































































































































































































































































































































































































































































































　賀集・前注１８７－１８８頁は、差押物件（所有者 A）を取得したと主張する X が当該物件の差
押債権者 Y を被告として提起する第三者異議訴訟（民事執行法３８条）において、XA 間の売買
契約書（処分証書）を証拠として提出した際に、その売買契約が虚偽表示であることの認定が








































































































































































































































































































































































































































































                                           
　岡村忠生「収入金額に関する一考察」法学論叢１５８巻５・６号１９２頁（２００６）は、の問題に関
し、当事者の選択した契約形式には拘束されないとの見解を採るが〔２２６－２２８頁〕、その論拠の
１つとして「所得分類は複数の契約を観察の対象とせねばならず、それによって収入金額の有
無が判断される場合もある」ことを指摘する（その根拠については同前２１９－２２１頁）。岡村教授
のこの指摘には肯けるところがあり、改めて検討すべきと考えるが、現段階では、租税法律主
義との関係や恣意的な判断の危険性（本稿第３・３）の問題を考えると、上記指摘を考慮し
てもなお、契約形式と収入金額の問題とを切り離してよいと考えることには疑問が残ると述べ
ておきたい。
